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２．まちづくりと公共交通・ICT活用等の連携によるスマートシティ実現 
①KPIの主な進捗状況 

《KPI》「2020 年度末までに 800 の地方公共団体において、生活に身近な

分野での IoT を活用した取組を創出する。」【73】 

   ⇒272団体（2018年３月末） 

《KPI》「2020 年度末までに地域の防災力を高めるＬアラート高度化シス

テムやＧ空間防災情報システムを、それぞれ 15の都道府県、100

の地方公共団体に導入する。」【72】 

⇒Ｇ空間防災情報システム：72団体（2018年３月末） 

 

②施策の主な進捗状況 

IoTの活用を

通じた安全・

安心なまちづ

くり 

・地域の防災力を高めるための

Ｌアラート高度化システムや

Ｇ空間防災システムについ

て、Ｌアラート高度化システ

ムの標準仕様案策定に向けた

実証やそれぞれの普及啓発等

を通じて、令和２年度までに

それぞれ 15の都道府県、100

の地方公共団体への導入を図

る。 

・平成 30 年度実証実験

を通じて、Ｌアラート

情報の地図化に必要な

都道府県防災情報シス

テムへ追加するための

標準仕様を策定し、普

及展開を図る予定。 

Ｇ空間防災システム

については、地域 IoT

実装推進事業により平

成 30 年度 43 団体が導

入。 

総務大臣 

地域コミュニ

ティの活力向

上を通じた新

たなまちづく

り 

・地域課題の解決を目指す地方

公共団体に対して、地域 IoT

の実装計画策定や実装事業の

支援、分野横断的なデータ連

携によるデータ利活用型の街

づくりの推進等を実施するこ

とにより、令和２年度末まで

に 800の地方公共団体におい

て、健康づくり、教育等の生

活に身近な分野での IoTを活

用した取組を創出する。 

・総務省「地域 IoT実装

状況調査」（平成 30 年

度）において、272団体

が既に取組を実施。引

き続き、計画策定支援、

地域情報化アドバイザ

ー派遣などの人的支

援、データ利活用ルー

ルの明確化、実装事業

の支援等を総合的に実

施し、地方公共団体に

おける地域 IoT の導入

を推進。 

総務大臣 
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３．中小企業・小規模事業者の生産性革命の更なる強化 
①KPIの主な進捗状況 

《KPI》「サービス産業の労働生産性の伸び率が、2020年までに 2.0％とな

ることを目指す」【74】 ⇒2017年：0.18％ 

《KPI》「2020年までに黒字中小企業・小規模事業者を 70 万社から 140 万

社に増やす」【76】 ⇒2016年度：954,546社 

《KPI》「開業率が廃業率を上回る状態にし、開業率・廃業率が米国・英国

レベル(10％台)になることを目指す」【77】 

⇒2017年度：開業率 5.6％、廃業率 3.5％ 

 

②施策の主な進捗状況 

施策項目 施策の内容及び実施期限 進捗及び実施の状況 担当大臣 

中小企業・小

規模事業者の

ITなどの先端

設備の投資促

進（横の軸）

/各業種にお

ける生産性向

上の具体的な

取組の促進

（縦の軸） 

・平成 30年５月に成立した生

産性向上特別措置法に基づき

創設した固定資産税の負担減

免の措置について、自治体の

自主性に配慮しつつ、活用を

促進するとともに、これに積

極的に取り組む自治体に所在

する中小企業・小規模事業者

に対して、「ものづくり・商

業・サービス補助金」などの

支援施策との相乗効果が発揮

されるよう取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・生産性向上に必要な IT導入

・生産性向上特別措置法

が平成 30 年６月６日

に施行された。本法に

基づき、平成 31年２月

末時点で、1,606 自治

体が固定資産税をゼ

ロとする措置を実現

した。また、平成 30年

12月末時点で、固定資

産税をゼロとする措

置を実現した自治体

において、17,868件の

先端設備等導入計画

が認定され、計画に盛

り込まれた設備等の

数量は合計で 47,865

台、約 5,076億円の設

備投資が見込まれて

いる。 

さらに、「ものづく

り・商業・サービス補

助金」（平成 29 年度補

正予算事業）において、

11,989者を採択した。 

・「サービス等生産性向

経済産業大

臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務大臣、財



 

35 
 

を強力に支援するため、平成

30年２月に設立した「中小

サービス等生産性戦略プラッ

トフォーム」や、認定情報処

理支援機関を活用し、身近な

支援機関におけるサイバーセ

キュリティを含む ITリテラ

シーの向上を図ること等によ

り、中小企業の経営改善と連

携した IT支援体制を強化す

る。 

 

上 IT 導入支援事業」

（平成 29 年度補正予

算事業）により約 6.2

万件を支援した。 

また、IT活用を支援

する認定情報処理支援

機関を 269 機関認定

（平成 31 年３月末時

点）するなどにより、

IT ベンダーや IT ツー

ルの見える化等に取り

組んだ。 

務大臣、厚生

労働大臣、農

林水産大臣、

経済産業大

臣、国土交通

大臣、環境大

臣 

 

 

 

 

 

 

円滑な事業承

継や創業支援

等、適切な新

陳代謝 

・中小企業・小規模事業者の円

滑な世代交代を通じた生産性

向上を図るため、今後 10年

程度を集中実施期間として取

組を強化する。抜本拡充され

た事業承継税制に加え、M&A

の支援強化等、承継前後のシ

ームレスな支援を実施する。

小規模事業者・個人事業主の

承継に係る予算や税といった

総合的な支援や大企業・中堅

企業との連携等を進める。 

・平成 30年から、法人の

事業承継税制を抜本

的に拡充し、平成 30年

度においては 2,930件

（平成 31 年４月末時

点の集計値）の申請が

あった。  

また、個人事業者の

集中的な事業承継を後

押しするため、令和元

年度税制改正では、10

年間の時限措置とし

て、土地、建物、機械・

器具備品等の承継時の

贈 与 税 ・ 相 続 税 の

100％納税猶予制度を

創設した。 

財務大臣、経

済産業大臣 

中小企業支援

機関の強化 

・金融機関が、過度に担保・保

証に依存せず事業性評価や生

産性向上に向けた経営支援に

十分取り組むよう、以下の施

策を通じて、金融仲介機能の

適切な発揮を促す。 

－金融機関による顧客企業の

価値向上に資するアドバイ

・事業承継時も含めた

「経営者保証に関す

るガイドライン」の活

用状況をはじめとす

る各金融機関の金融

仲介の取組状況を客

観的に評価できる指

標群（KPI)について

内閣総理大

臣（内閣府特

命担当大臣

（金融））、財

務大臣、経済

産業大臣 
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スやファイナンスの提供を

促進するため、事業承継時

も含めた「経営者保証に関

するガイドライン」（平成

25年 12月５日経営者保証

に関するガイドライン研究

会策定）の活用状況をはじ

めとする各金融機関の金融

仲介の取組状況を客観的に

評価できる指標群(KPI)の

素案を平成 30年夏を目途

に策定し、金融機関の「見

える化」を推進する。 

は、昨年９月に、共通

ベンチマークを基に

金融機関の定義の差

異等に留意して検討

していく旨、周知した

ところ。 

定義をそろえ客観

性・比較可能性を確保

しつつ、各行の特性・

特色ある取組を尊重・

促していくことを両立

する観点から、詳細等

につき検討を行ってい

く。 
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４．観光・スポーツ・文化芸術 
①KPIの主な進捗状況 

《KPI》「訪日外国人旅行者数を 2020 年に 4,000万人、2030 年に 6,000 万

人とすることを目指す。」【80】 ⇒2018年：3,119万人 

《KPI》「訪日外国人旅行消費額を 2020 年に８兆円、2030 年に 15 兆円と

することを目指す。」【81】 ⇒2018年：4兆 5,189億円 

《KPI》「2025年までに、文化 GDP を 18 兆円（GDP比３％程度）に拡大す

ることを目指す。」【90】  

⇒2016年：8.9兆円（2015年：8.8兆円） 

 

②施策の主な進捗状況 

施策項目 施策の内容及び実施期限 進捗及び実施の状況 担当大臣 

観光 ・次世代の観光立国実現のため

の財源の活用 

「国際観光旅客税の使途に関

する基本方針等について」

（平成 29年 12月 22日観光

立国推進閣僚会議決定）に基

づき、国際観光旅客税の税収

を活用し、観光先進国実現に

向けた観光基盤の拡充・強化

を図る。 

・国際観光旅客税の使途

については、平成 30年

通常国会で一部改正

した国際観光振興法 16

や「国際観光旅客税の

使途に関する基本方

針等について」（平成

29年 12月 22日観光立

国推進閣僚会議決定、

平成 30 年 12 月 21 日

一部改正）に基づき、

平成 30 年度予算にお

いては、CIQ 体制の整

備などに充当し、平成

31 年度予算において

は、出入国手続きの高

度化、世界水準の受入

環境整備、地域資源を

活用した新たな観光

コンテンツの拡充な

ど特に新規性・緊急性

の高い施策・事業に充

てることとした。 

財務大臣、国

土交通大臣 

 

                                                   
16 外国人観光旅客の来訪の促進等による国際観光の振興に関する法律（平成９年法律第 91号） 
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スポーツ産業

の未来開拓 

・スタジアム・アリーナについ

て、類型ごとの課題の共有を

行うとともに、国の支援に係

る一元的な相談窓口の設置、

地元の合意形成を担う人材の

確保策等の検討など、個別の

ニーズを踏まえた支援を関係

府省庁・機関等が連携して行

う。また、スポーツ以外のコ

ンテンツを有する民間事業者

ニーズの反映方策やスタジア

ム等の地域にもたらす効果の

検証手法について検討を開始

する。 

 

 

 

 

 

・平成 30 年 6 月に設置

したスタジアム・アリ

ーナ改革の推進に係

る相談窓口や先進事

例形成支援（平成 31年

３月末までに 15件）等

を通じて、各地域の課

題や個別ニーズに応

じた支援を行った。 

運営・管理者やコン

テンツホルダーの視点

でスタジアム・アリー

ナの事業効果を最大化

するための手法や検討

ポイントを整理した

「スタジアム・アリー

ナ運営・管理計画検討

ガイドライン」を平成

30 年７月に取りまと

めた。 

内閣総理大

臣(まち・ひ

と・しごと創

生担当大臣、

内閣府特命

担当大臣（地

方創生））、文

部科学大臣、

経済産業大

臣、国土交通

大臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文化芸術資源

を活用した経

済活性化 

・文化を発想の起点として広範

な課題とその解決の方向性に

ついて、文化関係者と産業界

とが対話する場を設置し、高

付加価値市場の創出、文化芸

術資源や関連技術を利用した

ビジネス等におけるイノベー

ション、舞台芸術を含む文化

関連サービス・コンテンツの

海外展開の推進等を図る。劇

場・音楽堂等において、自己

収入の増加を促しつつ、機能

強化・鑑賞環境の充実を図

る。こうした取組により、文

化による国家ブランド戦略の

構築と文化 GDPの拡大を図

る。 

 

・「文化経済戦略」（平成

29年 12月 27日内閣官

房・文化庁策定）に基づ

き、本戦略を推進する

ための主要施策を盛り

込んだ「文化経済戦略

アクションプラン」を

平成 30 年８月に取り

まとめた。今後、文化関

係者と産業界とが対話

する場を設置すること

を検討。 

 

 

 

 

 

 

内閣総理大

臣(内閣官房

長官、東京オ

リンピック

競技大会・東

京パラリン

ピック競技

大会担当大

臣、まち・ひ

と・しごと創

生担当大臣、

内閣府特命

担当大臣（ク

ールジャパ

ン戦略、知的

財産戦略、地

方創生））、総

務大臣、法務
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大臣、外務大

臣、文部科学

大臣、厚生労

働大臣、農林

水産大臣、経

済産業大臣、

国土交通大

臣、環境大臣 
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Ⅱ．経済構造革新への基盤づくり 

[１]データ駆動型社会の共通インフラの整備 

１．基盤システム・技術への投資促進 
①KPIの主な進捗状況 

《KPI》「2020年までに、情報処理安全確保支援士登録数３万人超を目指す。」

【93】⇒2018年 10月 1日：17,360人 

 

②施策の主な進捗状況 

施策項目 施策の内容及び実施期限 進捗及び実施の状況 担当大臣 

データ連携活

用基盤の構築 

・平成 30年５月に成立した生

産性向上特別措置法に基づく

産業データ活用事業認定制度

に係る制度整備を行い、「自

動走行・モビリティサービ

ス」「ものづくり・ロボティ

クス」「バイオ・素材」など

の Connected Industriesの

重点分野を中心に、地図デー

タ、素材データ、保安データ

等について、協調領域におけ

る産業データの共有・連携事

例の拡大を図るとともに、実

装支援を強化する。 

 

 

 

 

 

 

・個人の指示又はあらかじめ指

定した条件に基づき、当該個

人に代わり妥当性を判断した

上で第三者へのパーソナルデ

ータの提供を行う情報信託機

能について、平成 30年度中

の民間団体等による任意の認

定スキームの運用開始を目指

・生産性向上特別措置法

における産業データ活

用事業認定制度を平成

30年 6月から施行。革

新的データ産業活用計

画については、49件の

計画を認定。（平成 31

年 3月末日現在） 

データの共有・連携

事例の拡大について

は、平成 29年度補正予

算 事 業 に お い て 、

Connected Industries

重点分野における複数

事業者間でのデータ共

有を行う事業 25 件や

大企業とベンチャー企

業の共同で AI システ

ムを開発する事業 25

件を支援。 

・平成 30年 12月から、

一般社団法人日本 IT

団体連盟による認定業

務が開始。また、情報信

託機能を活用した事業

を運営する者の参考と

なる手引き書を作成。 

総務大臣、経

済産業大臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務大臣、経

済産業大臣 



 

41 
 

すとともに、実証事業等を通

じ必要なガイドラインを取り

まとめる。 

サイバーセキ

ュリティの確

保 

・平成 30年夏に策定する「次

期サイバーセキュリティ戦

略」において、「任務保証」、

「リスクマネジメント」及び

「参加・連携・協働」の３つ

の観点からの取組を推進する

という「持続的な発展のため

のサイバーセキュリティ」を

基本的な在り方として盛り込

み、サイバーセキュリティに

関する施策の基本的な方針や

推進体制等の明確化を図る。 

・その上で、「次期サイバーセ

キュリティ戦略」に基づき、

情報共有体制の構築、人材育

成・確保、国民に対する情報

発信、2020年東京オリンピ

ック・パラリンピック競技大

会に向けた態勢整備等に政府

一丸となって取り組む。 

 

・新たな「サイバーセキ

ュリティ戦略」を、平

成 30年７月 27日に閣

議決定。これに基づく

年次計画を策定し、各

種施策を実施。 

特に、従来の枠を超

えた情報共有体制の構

築については、協議会

を創設し、構成員の守

秘義務の適用等を盛り

込んだサイバーセキュ

リティ基本法の一部を

改正する法律（平成 30

年法律第 91号）が平成

30 年 12 月 5 日に成立

し、同法の施行のため、

平成 31年３月８日に、

関係者との連絡調整に

関する事務を委託する

ことができる法人を定

めたサイバーセキュリ

ティ戦略本部令の一部

を改正する政令等が閣

議決定されたほか、当

該協議会を立ち上げる

ための取組を実施し

た。また、人材育成・確

保については、「サイバ

ーセキュリティ人材育

成取組方針」（平成 30

年６月７日サイバーセ

キュリティ戦略本部報

告）を取りまとめ、「サ

イバーセキュリティ戦

内閣総理大

臣（情報通信

技術（IT）政

策担当大臣、

サイバーセ

キュリティ

戦略本部に

関する事務

を担当する

国務大臣、国

家公安委員

会委員長）、

総務大臣、外

務大臣、経済

産業大臣、防

衛大臣 
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略」に反映した。国民

に対する情報発信につ

いては、情報発信・相

談窓口の充実などを盛

り込んだ「サイバーセ

キュリティ意識・行動

強化プログラム」を平

成 31 年１月 24 日に決

定した。さらに、2020

年東京オリンピック・

パラリンピック競技大

会に向け、情報共有と

インシデント発生時の

対処支援調整等を担う

サイバーセキュリティ

対処調整センターを構

築するための取組を実

施した。 

新たな技術・

ビジネスへの

対応 

・平成 30年夏頃までに必要な

技術基準を策定した上で平成

31年３月末頃までに周波数

割当てを行って 5G の地方へ

の速やかな普及展開を推進す

るとともに、5G や IoT など

の高度無線環境を支える光フ

ァイバ網等の整備の在り方に

ついて検討を行い、平成 30

年夏頃までに結論を得る。 

・5Gについては、平成 30

年７月に 5G の技術基

準を策定。平成 31年１

月には、２年以内に全

都道府県でサービスを

開始することなどの審

査基準項目を設けた

「5Gの導入のための特

定基地局の開設に関す

る指針」を制定。同指針

を踏まえた事業者から

の申請の審査を行い、

平成 31年４月にも、周

波数の割当てを行う予

定。 

・平成 30 年 8 月に総務

省「ICTインフラ地域展

開戦略検討会 最終取

りまとめ」を公表。検討

の結果等を踏まえ、5G

総務大臣 
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や IoT などの高度無線

環境を支える光ファイ

バ網を整備する「高度

無線環境整備推進事

業」を平成 31年度から

実施する予定。 
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２．AI 時代に対応した人材育成と最適活用 

２－１．AI 時代に求められる人材の育成・活用 
①KPIの主な進捗状況 

《KPI》「AI 分野等に係る職業実践力育成プログラム(BP)認定数を 2023年

度までに倍増する。」【106】 ⇒2019年４月時点：10課程（2019年

10月時点で 14課程となることが決定しており、目標を達成） 

《KPI》「無線 LANの普通教室への整備を 2020年度までに 100％とする。」

【99】⇒2017年：38.3％ 

《KPI》「学習者用コンピュータを 2020 年度までに３クラスに１クラス分

程度整備する。」【100】 ⇒2017年度：児童生徒 5.6人に１台 

《KPI》「新たな ITパスポート試験の受験者数を 2023 年度までに 50万人

とする。」【96】 ⇒新たに試験を整備（2019年度開始） 

《KPI》「第四次産業革命スキル習得講座認定を受けた講座数を 2020年度

までに 100講座とする。」【105】 ⇒2019年４月時点：54講座 

《KPI》「大学・専門学校等での社会人受講者数を 2022 年度までに 100万

人とする。」【107】 ⇒2016年：約 50万人 

 

②施策の主な進捗状況 

施策項目 施策の内容及び実施期限 進捗及び実施の状況 担当大臣 

大学等におけ

る AI人材供

給の拡大 

・AIを含む工学分野における

学科・専攻の縦割りの見直し

や工学以外の複数の専攻分野

を組み合わせた教育課程（メ

ジャー・マイナー制）に関す

る大学設置基準の改正を行

い、来年度から実現するとと

もに、工学系基礎教育におい

て情報教育等を行うモデル・

コア・カリキュラムの策定な

ど、工学系教育改革を実現す

る。 

 

・工学系分野における学

科・専攻の縦割りの見

直し等を促進するた

め、大学設置基準及び

大学院設置基準の一部

を改正する省令（平成

30 年文部科学省令第

22 号）を平成 30 年６

月 29 日に公布・施行し

た。また、工学系教育改

革に向けた実証検証を

行う文部科学省補助事

業において、工学基礎

教育のモデル・コア・カ

リキュラムの開発等を

４大学において実施。 

文部科学大

臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初等中等教育

段階における

・令和２年度から全ての小学校

でプログラミング教育を効果

・「小学校プログラミン

グ教育の手引」や未来

総務大臣、文

部科学大臣、
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AI教育の強化 的に実施するために、平成

31年度から教員が教材や指

導方法等に習熟できるよう、

未来の学びコンソーシアムの

活動等により、全国の教育委

員会や学校、企業等と協働し

て、ポータルサイト等を活用

しながら教材開発や教員研修

の質の向上を実現する。 

・無線 LANや学習者用コンピュ

ータ等の必要な ICT環境を令

和２年度までに整備するた

め、平成 29年末に示した

ICT機器の整備方針に基づく

ICT機器の機能等や効率的な

調達方法、わかりやすく「見

える化」した各市町村等の整

備状況等について教育委員会

だけでなく首長等に対して周

知するなどにより、地方自治

体における整備を加速化させ

る。 

の学びコンソーシアム

が運営するポータルサ

イトを通じて指導例を

提示するなど、指導方

法等の普及を図るとと

もに、教員研修用教材

の作成を行った。 

 

 

・「全国 ICT 教育首長協

議会」と連携して全国

の首長への PR 活動を

行うとともに、各自治

体において首長と教育

委員会が議論する場で

ある総合教育会議を活

用して首長に理解を求

めることを促した。 

 

経済産業大

臣 

 

 

 

 

 

 

 

文部科学大

臣 

大学等におけ

るリカレント

教育等を活用

した AI人材

等の裾野拡大 

・大学や専修学校等における社

会人向け短期教育プログラム

や放送大学、MOOCs等を活用

したオンライン講座などのリ

カレント教育を大幅に拡充す

るとともに、リカレントセン

ター等の設置や教育能力も含

め質の高い実務家教員の確

保、専門職大学院と産業界と

の連携構築など、大学等でリ

カレント教育を行う体制を整

備する。 

 

 

 

 

・大学や専修学校等にお

ける社会人向け短期プ

ログラムを制度化し、

平成 31 年度から開講

できるように措置し

た。また、放送大学の実

務型プログラム等を充

実するとともに、リカ

レント教育や実務家教

員育成に関する産学共

同教育の場やプログラ

ムの提供等を開発する

ための事業を実施する

こととした。 

さらに、専門職大学

院と産業界等の連携を

文部科学大

臣 
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・専門実践教育訓練給付につい

て、専門職大学等の課程を対

象とするとともに、大学の

「職業実践力育成プログラ

ム」や専修学校の「職業実践

専門課程」、AI・IT分野等の

「第四次産業革命スキル習得

講座認定制度」等と連携し、

AI時代に求められる能力等

を身につけさせるために対象

講座の拡大を図る。 

強化する観点から、学

校教育法等を改正し、

当該職業に関連する事

業を行う者等の協力を

得て教育課程を編成、

実施する仕組みを創設

した（平成 31年４月１

日施行）。 

・専門実践教育訓練給付

の対象として専門職大

学等の課程を位置付け

るとともに、平成 30年

10月以降に大学等の職

業実践力育成プログラ

ム（18講座新規指定）、

専修学校の職業実践専

門課程等（120講座新規

指定）及び第四次産業

革命スキル習得講座

（30講座新規指定）に

ついてそれぞれ対象講

座を拡大した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

文部科学大

臣、厚生労働

大臣、経済産

業大臣 
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２－２．人材の最適活用に向けた労働市場改革 
①KPIの主な進捗状況 

《KPI》「2020年：転職入職率 9.0％」【120】 ⇒2017 年：8.6％ 

《KPI》「2020年：上場企業役員に占める女性の割合 10％」【109】 

⇒2018年：4.1％ 

《KPI》「2020年：民間企業の課長相当職に占める女性の割合 15％」【110】 

⇒2018年：11.2％ 

《KPI》「2020年：第１子出産前後の女性の継続就業率 55％」【112】 

   ⇒2015年：53.1％ 

《KPI》「2020年：テレワーク導入企業を 2012年度比で３倍」【123】 

   ⇒2018年：19.1％ 

 

②施策の主な進捗状況 

施策項目 施策の内容及び実施期限 進捗及び実施の状況 担当大臣 

ダイバーシテ

ィの推進 

・女性活躍推進法 17（平成 27

年法律第 64号）について、

附則に基づく「施行後３年の

見直し」に着手し、平成 30

年度中に結論を得る。見直し

においては、管理職への女性

の登用、多様で柔軟な働き方

の導入、仕事と家庭生活との

両立やキャリア形成への支援

等について、数値目標設定や

情報開示の拡大、取組状況に

応じた企業へのインセンティ

ブの充実等について検討す

る。 

・女性活躍推進法につい

て、行動計画策定や情

報公表の義務対象と

なる事業主の拡大、情

報公表の強化、女性活

躍の推進に関する取

組が特に優良な事業

主に対する特例認定

制度の創設等を盛り

込んだ改正法案を、平

成 31 年通常国会に提

出した。 

内閣総理大

臣（内閣府特

命担当大臣

（男女共同

参画））、厚生

労働大臣 

生産性を最大

限に発揮でき

る働き方の実

現 

・時間外労働の上限規制や年次

有給休暇についての使用者に

よる時季指定の導入、勤務間

インターバル制度の普及促進

等により、長時間労働を是正

する。また、働き方改革のた

めに人材を確保することが必

要な中小企業に対する支援等

・働き方改革を推進する

ための関係法律の整

備に関する法律（平成

30 年法律第 71 号）を

平成 31 年４月から施

行する（ただし、一部

の規定については令

和２年度以降施行）。 

厚生労働大

臣 

 

 

 

 

 

 

                                                   
17 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27年法律第 64号） 
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を行う。 

 

 

 

 

また、働き方改革に取

り組む中小企業・小規

模事業者が雇入れによ

り雇用管理改善を達成

した場合の助成金を平

成 31年４月に創設。 
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２－３．外国人材の活躍推進 
①KPIの主な進捗状況 

《KPI》「2020年末までに 10,000人の高度外国人材の認定を目指す。さ 

らに 2022年末までに 20,000 人の高度外国人材の認定を目指す。」

【125】 

⇒ポイント制の導入（2012 年５月）から 2018 年 12 月までに高度

外国人材と認定された外国人数は 15,386人 

《KPI》「2020 年までに外国人留学生の受入れを 14 万人から 30 万人に倍

増（「留学生 30 万人計画」の実現）」【124】 

⇒我が国の大学・大学院など高等教育機関における外国人留学生数

は 208,901人（2018年５月時点） 

※日本語教育機関に在籍する外国人留学生 90,079 人を加えると

298,980人（2018年５月時点） 

 

②施策の主な進捗状況 

施策項目 施策の内容及び実施期限 進捗及び実施の状況 担当大臣 

高度外国人材

の受入れ促進 

・外国人起業家の更なる受入れ

拡大に向けて、起業に向けた

準備のため最長１年間の在留

期間を付与するなどの入国管

理制度上の措置を講ずるとと

もに、起業活動実施状況の確

認、相談体制の構築等の管理・

支援施策を実施するなど、起

業活動を支援する「スタート

アップ・プログラム（仮称）」

を平成 30年中に開始する。 

 

 

 

 

・「高度人材ポイント制」につ

いて、特別加算の対象大学の

拡大等の見直しを行う。 

・平成 30年 12月 28日

に、地方公共団体が外

国人起業活動促進事業

を行うための手続等を

定めた告示 18 を施行

した。また、同告示に

従って地方公共団体か

ら起業のための支援を

受ける外国人起業家に

対し、１年を超えない

期間で「特定活動」の

在留資格をもって入

国・在留することを認

める告示を同日に施行

した。 

・「高度人材ポイント

制」における特別加算

の対象大学の拡大につ

いては、従前の特別加

算の基準を緩和し、従

法務大臣、

経済産業大

臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法務大臣 

                                                   
18 外国人起業活動促進事業に関する告示（平成 30年経済産業省告示第 256号） 
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来の 13校から 100校

以上に対象を拡大する

告示を、平成 31年３

月に施行。 

新たな外国人

材の受入れ 

・真に必要な分野に着目し、移

民政策とは異なるものとし

て、外国人材の受入れを拡大

するため、現行の専門的・技

術的な外国人材の受入れ制度

を拡充し、一定の専門性・技

能を有し、即戦力となる外国

人材に関し、就労を目的とし

た新たな在留資格を創設す

る。 

・平成 30 年臨時国会に

おいて、新たな在留資

格の創設を盛り込んだ

出入国管理及び難民認

定法及び法務省設置法

の一部を改正する法律

（平成 30年法律第 102

号）が成立し、同年 12

月 14日に公布。その施

行に向け、基本方針、分

野別運用方針を同月 25

日に閣議決定。関係政

省令及び告示を平成31

年３月までに公布し、

同年４月１日に施行。 

法務大臣 
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３．イノベーションを生み出す大学改革と産学官連携・ベンチャー支援 

３－１．自律的なイノベーションエコシステムの構築 

①KPIの主な進捗状況 

《KPI》「2025 年までに企業から大学、国立研究開発法人等への投資を３

倍増とすることを目指す。」【130】  

⇒1,361億円（2017年度実績） 

《KPI》「2020年度までに、官民合わせた研究開発投資の対 GDP比を４％ 

以上とする」【132】 ⇒3.48％（2017年度実績） 

 

②施策の主な進捗状況 

施策項目 施策の内容及び実施期限 進捗及び実施の状況 担当大臣 

大学改革等に

よる知的集約

産業の創出 

・経営基盤の強化と効率的な経

営の推進のため、国立大学の

一法人複数大学制の導入、経

営と教学の機能分担等にかか

る国立大学法人法等の改正に

ついて平成 31 年通常国会へ

の提出を念頭に作業を行う。 

 

 

 

 

・研究大学を中心とした国立大

学に対し、民間資金の獲得等

に応じ、評価を通じた運営費

交付金の配分のメリハリ付け

等によるインセンティブの仕

組みについて平成 30 年度中

に検討し、早急に試行的に導

入を行う。 

・国立大学法人が「一法

人複数大学制」を主体

的に選択できる制度を

創設するほか、経営と

教学の分担を選択可能

とし、外部理事の複数

登用を義務化するなど

の国立大学法人法等の

改正 19について、平成

31年通常国会に提出し

た。 

・国立大学法人運営費交

付金の一部において、

外部資金獲得実績など

成果を中心とする実績

状況に基づく配分を平

成 31 年度から導入し

た。 
  また、平成 31年度か

ら、外部資金獲得実績

に応じてインセンティ

ブを付与する国立大学

イノベーション創出環

境強化事業を実施する

こととした。 

文部科学大

臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内閣総理大

臣（内閣府特

命担当大臣

（科学技術

政策））、文部

科学大臣 

                                                   
19 学校教育法等の一部を改正する法律案（平成 31年閣法第 22号） 
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３－２．ベンチャー支援強化 

①KPIの主な進捗状況 

《KPI》「ベンチャー企業への VC 投資額の対名目 GDP 比を 2022 年までに

倍増することを目指す」【135】  

⇒2015年～2017年の３か年平均：0.030％ 

 

②施策の主な進捗状況 

施策項目 施策の内容及び実施期限 進捗及び実施の状況 担当大臣 

イノベーショ

ンと創業 

・国の機関が有する具体的ニー

ズに照らして公共調達におけ

る研究開発型中小・ベンチャ

ー企業の活用を促進する取組

を拡充するとともに、政府全

体で先進技術の導入や中小・

ベンチャー企業の活用を促進

するための省庁向けガイドラ

インを平成 30 度中に策定す

る。 

・ベンチャー企業の特許につい

て、平成 30秋までに、原則１

か月以内に１次審査結果を通

知できる（「スーパー早期審

査」）体制を整備するととも

に、審査官と相対で直接意思

疎通を図る面接等を行い、ベ

ンチャー企業が活用しやすい

権利の取得を支援する取組を

開始する。 

 

・一部の公共調達案件に

おいて、J-Startup選定

企業の入札機会の拡大

を図ったほか、公共調

達における中小・ベン

チャー企業の活用促進

に向けたガイドライン

の策定に向けて取り組

み、平成 31年４月１日

に策定した。 

・平成 30年７月から、ベ

ンチャー企業であっ

て、実施関連出願であ

る場合には、既存のス

ーパー早期審査にあっ

た「外国関連出願」を満

たさない場合にも活用

できる「ベンチャー対

応 スーパー早期審査」

に加え、１次審査結果

通知前に審査官との相

対での面接を実施でき

る「ベンチャー企業対

応 面接活用早期審査」

を開始した。 

内閣総理大

臣（内閣府特

命担当大臣

（科学技術

政策））、経済

産業大臣、国

土交通大臣 

 

 

 

経済産業大

臣 

 
 
 
 



 

53 
 

４．知的財産・標準化戦略 
①KPIの主な進捗状況 

《KPI》「今後 10年間（2023年まで）で、権利化までの期間を半減させ、 

平均 14 月とする。」【140】 ⇒2017年度：平均 14.1月 

《KPI》「中小企業の特許出願に占める割合を 2019年度までに約 15％と 

する。」【136】 ⇒2017年度：15％ 

《KPI》「2020年までに中堅・中小企業等の優れた技術・製品の標準化 

を 100件実現する。」【139】 ⇒2018年度実績：19件 

 

②施策の主な進捗状況 

施策項目 施策の内容及び実施期限 進捗及び実施の状況 担当大臣 

知的財産・標

準化戦略 

・IoT、AI、ビッグデータなど

の新技術による社会変革（イ

ノベーション）を促進する

「デザイン経営」の奨励及び

ブランド形成に資するデザイ

ンの保護等の観点から、意匠

制度をはじめ他の知的財産権

に係る法制度の見直しを含

め、「デザイン経営」に資す

る制度の在り方や奨励する方

策について検討し、必要な措

置を講ずる。 

・「インターネット上の海賊版

サイトに対する緊急対策」

（平成 30 年４月 13 日知的

財産戦略本部・犯罪対策閣僚

会議決定）を踏まえ、正規版

流通の拡大のほか、サイトブ

ロッキングに係るものを含

め、必要な法整備の在り方や

国民への著作権教育を含む方

策について検討する。 

・現行の意匠制度をはじ

め他の知的財産権制度

の在り方について、平

成 30年８月以降、意匠

制度小委員会等にて検

討を進め、平成 31年２

月に報告書を取りまと

め、平成 31年通常国会

に法案を提出した。 

 

 

 
・「インターネット上の

海賊版対策に関する検

討会議」において、イン

ターネット上の海賊版

に対する総合対策につ

いて集中的に議論を行

った。これを受け、効果

的な著作権教育、正規

版の流通促進、検索サ

イト対策、海賊版サイ

トへの広告出稿の抑制

等の対策、フィルタリ

ング、海賊版サイトへ

のアクセス時に警告を

経済産業大

臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内閣総理大

臣（内閣府特

命大臣（知的

財産戦略）、

国家公安委

員会委員長）

総務大臣、法

務大臣、文部

科学大臣、経

済産業大臣 
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表示する「アクセス警

告方式」の導入やリー

チサイト規制及び侵害

コンテンツのダウンロ

ード違法化の検討な

ど、関係省庁等におい

て必要な取組が順次進

められている。 
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[２]大胆な規制・制度改革 

１．サンドボックス制度の活用と縦割規制からの転換／プラットフォー

マー型ビジネスの台頭に対応したルール整備／競争政策の在り方 

 〇施策の主な進捗状況 

施策項目 施策の内容及び実施期限 進捗及び実施の状況 担当大臣 

新技術等の社

会実装に向け

た政府横断・

一元的体制の

整備 

・内閣官房は、内閣府と連携し

て、「新技術等実証」を実施

すべく規制の「サンドボック

ス」制度を活用する者の申請

を幅広く一元的に受け付ける

ための窓口（新技術等社会実

装推進チーム（仮称））を設

け、民間事業者からの申請に

対する事前相談（新技術等の

革新性の確認、新技術等関係

規定の確認・整理、主務大臣

の確認等）をきめ細かく行う

ものとする。 

・平成 30 年６月６日に

新技術等社会実装推進

チーム（規制のサンド

ボックス制度 政府一

元的総合窓口）を設置、

民間事業者からの申請

に対する事前相談をき

め細かく行っている。 

 

内閣総理大

臣（経済再生

担当大臣、内

閣府特命担

当大臣（経済

財政政策、地

方創生、規制

改革））、経済

産業大臣 

プラットフォ

ーム選択環境

の整備 

・新たなプラットフォーム型ビ

ジネスが次々と創出され、活

発な競争が行われる環境を整

備するため、利用者が最も使

いやすいプラットフォームを

選択でき、中小企業やベンチ

ャーを含めた公正かつ自由な

競争環境が確保されるための

取組を検討する。 

このため、既存の縦割の業

規制からサービス・機能に着

目した規制体系への転換の在

り方や、特定のプラットフォ

ームからいつでもユーザーが

移籍できるデータポータビリ

ティやオープンに接続される

ことが可能な API 開放等を含

め、公正かつ自由で透明な競

争環境の整備、イノベーショ

ン促進のための規制緩和（参

・競争政策、情報政策、

消費者政策などの知

見を有する学識経験

者等からなる「デジタ

ル・プラットフォーマ

ーを巡る取引環境整

備に関する検討会」 

を平成 30 年７月に設

置し、デジタル・プラ

ットフォーマーを取

り巻く課題や対応に

ついて検討を実施。同

年 12 月に検討会の中

間論点整理を公表す

るとともに、「プラッ

トフォーマー型ビジ

ネスの台頭に対応し

たルール整備の基本

原則」を策定。 

これに沿って具体的

内閣総理大

臣（経済再生

担当大臣、公

正取引委員

会に関する

事務を担当

する内閣府

特命担当大

臣）、総務大

臣、経済産業

大臣 
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入要件の緩和等）、デジタル

プラットフォーマーの社会的

責任、利用者への公正性の確

保等について、関係省庁で検

討し、平成 30年中に基本原

則を定め、これに沿った具体

的措置を早急に進める。 

措置を検討していると

ころ。 

経済社会構造

の変化に対応

した競争政策

の在り方の検

討 

・地域における人口減少等によ

る需要減少や、グローバル競

争の激化など、経済・社会構

造そのものが大きく変化する

中、地域にとって不可欠な基

盤的サービスの確保、地域等

での企業の経営力の強化、公

正かつ自由な競争環境の確

保、一般利用者の利益の向上

等を図る観点から、競争の在

り方について、政府全体とし

て検討を進め、平成 30年度

中に結論を得る。 

・「経済政策の方向性に

関する中間整理」（平成

30年 11月 26日 未来

投資会議、まち・ひと・

しごと創生会議、経済

財政諮問会議、規制改

革推進会議）において、

「地域経済の実情を踏

まえ、地方銀行・乗合バ

ス等の地方基盤企業の

統合・強化・生産性向上

を図るため、地方基盤

企業の経営統合に対す

る独占禁止法の適用の

在り方（新たな制度創

設または予測可能性を

もって判断できるよう

な透明なルールの整

備）」等を検討すること

とした。 

内閣総理大

臣（経済再生

担当大臣、公

正取引委員

会に関する

事務を担当

する内閣府

特命担当大

臣、内閣府特

命担当大臣

（金融））、経

済産業大臣、

国土交通大

臣 
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２．投資促進・コーポレートガバナンス 
①KPIの主な進捗状況 

《KPI》「大企業（TOPIX500）の ROA について、2025 年までに欧米企業に

遜色のない水準を目指す」【141】 

⇒日本（TOPIX500）：4.0％、米国（S&P500）：6.2％、 

欧州（BE500）：4.2％ 

※いずれも 2018年４月から 2019年３月の期間における各企業の年

次決算について 2019年５月下旬時点で算出。 

 

②施策の主な進捗状況 

施策項目 施策の内容及び実施期限 進捗及び実施の状況 担当大臣 

コーポレート

ガバナンス改

革 

・環境変化に応じた経営判断、

戦略的・計画的な投資、客観

性・適時性・透明性ある CEO

の選解任、取締役会の多様性

確保（ジェンダーや国際性の

面を含む）、政策保有株式の

縮減、企業年金のアセットオ

ーナーとしての機能発揮等の

課題に係る状況をフォローア

ップしつつ、投資の流れにお

ける各主体の機能発揮に向け

た方策を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・企業グループ全体の価値向上

を図る観点から、グループ経

営において「守り」と「攻

・平成 30 年 6 月にコー

ポレートガバナンス・

コードを改訂し、「投

資家と企業の対話ガ

イドライン」を策定し

た。 

また、コーポレート

ガバナンス・コード改

訂を踏まえ、平成 30年

９月、「コーポレート・

ガバナンス・システム

に 関 す る 実 務 指 針

（CGSガイドライン）」

の改訂を行った。 

平成 31年２月に、上

場会社等における社

外取締役の設置の義

務付け等を内容とす

る会社法制（企業統治

等関係）の見直しに関

する要綱が取りまと

められ、法制審議会総

会での答申を得た。 

・CGS研究会（２期）の議

論を踏まえ、上場子会

社を含めたグループ

内閣総理大

臣（内閣府特

命担当大臣

（金融））、 

法務大臣、 

経済産業大

臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内閣総理大

臣（内閣府特

命担当大臣
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め」両面でいかにガバナンス

を働かせるか、事業ポートフ

ォリオをどのように最適化す

るかなど、グループガバナン

スの在り方に関する実務指針

を平成 31年春頃を目途に策

定する。 

・自社株対価の M&A の促進の

ため、産業競争力強化法 20改

正により創設された税制・会

社法（平成 17年法律第 86

号）に関する特例措置の利用

を促すとともに、会社法にお

いて、自社株対価 M&A に関

する新たな規律を設けること

について、法制審議会に設置

した部会において検討を行

い、平成 30年度中に結論を

得る。 

ガバナンスの在り方

を示す「グループ・ガ

バナンス・システムに

関する実務指針」を令

和元年６月に公表す

る予定。 

 

・産業競争力強化法改正

により創設された税

制・会社法に関する特

例措置の活用を促進

するため、企業関係者

向けセミナーでの講

演、新聞や専門メディ

アへの掲載等の周知

活動を実施している。 

平成 31年 2月、自社

株対価 M&A に関する新

たな規律である株式交

付制度の創設等を内容

とする会社法制（企業

統治等関係）の見直し

に関する要綱が取りま

とめられ、法制審議会

総会での答申を得た。 

（金融））、 

法務大臣、 

経済産業大

臣 

 

 

 

法務大臣、 

経済産業大

臣 

建設的な対話

のための情報

開示の質の向

上、会計・監

査の質の向上 

・経営戦略やガバナンス情報等

を含む企業と投資家の建設的

な対話に資する上場企業の情

報開示について、令和元年前

半までを目途に、金融審議会

での結論を踏まえた取組を実

施するとともに、引き続き、

開示の在り方について総合的

な検討を行う。 

・株主総会の招集通知添付書類

の原則電子提供について、法

制審議会に設置した部会にお

・平成 31 年１月に企業

内容等の開示に関す

る内閣府令を改正す

るとともに、同年 3月

に「記述情報の開示に

関する原則」及び「記

述情報の開示の好事

例集」を公表した。 

 

・平成 31 年 2 月に、株

主総会資料の電子提

供制度の創設等を内

内閣総理大

臣（内閣府特

命担当大臣

（金融））、 

法務大臣、 

経済産業大

臣 

 

 

 

 

 

                                                   
20 産業競争力強化法（平成 25年法律第 98号）  
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いて検討を行い、平成 30年

度中に結論を得る。 

 

 

 

 

・「事業報告等と有価証券報告

書の一体的開示のための取組

について」（平成 29 年 12 月

28 日内閣官房、金融庁、法

務省、経済産業省策定）を踏

まえ、関係省庁は、一体的な

開示を行おうとする企業の試

行的取組を支援しつつ、一体

的開示例・関連する課題等に

ついて検討し、平成 30年中

に検討内容を公表し、その後

速やかに必要な取組を実施す

る。 

・関係機関等と連携し、国際会

計基準（IFRS）への移行を容

易にするための更なる取組を

進めることにより IFRS の任

意適用企業の拡大を促進す

る。また、監査に関する情報

提供の充実に向けた更なる取

組を検討するとともに、監査

法人のローテーション制度に

ついて調査研究を行う。 

容とする会社法制（企

業統治等関係）の見直

しに関する要綱が取

りまとめられ、法制審

議会総会での答申を

得た。 

・平成 30年 12月に、「事

業報告等と有価証券

報告書の一体的開示

のための取組の支援

について」（内閣官房、

金融庁、法務省、経済

産業省策定）を公表

し、事業報告等と有価

証券報告書の一体的

開示を行う場合の記

載例、スケジュール例

等を提示した。 

 

・IFRS 任意適用企業数

（適用予定を含む）

は、平成 31 年 3 月末

時点で 213社、全上場

企 業 の 時 価 総 額 の

34.7％。 

監査報告書の透明化

について、平成 30年 7

月に監査基準を改定

し、平成 31 年 1 月に

「会計監査についての

情報提供の充実に関す

る懇談会」報告書を公

表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内閣総理大

臣（内閣府特

命担当大臣

（金融）） 

 

中長期的投資

の促進 

・金融安定理事会（FSB）の気候

変動関連財務情報開示タスク

フォース（TCFD）などの国際的

な開示要請の潮流を踏まえ、

改定した環境報告ガイドライ

・平成 30 年 6 月に公表

した「環境報告ガイド

ライン 2018」を補完す

る環境報告のための

解説書を平成 31 年３

環境大臣 
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ンを平成 30年６月に公表し、

ガイドラインの内容を補完・

補足するための手引及び解説

書を平成 30 年度中に発行す

る。また、平成 30 年度中に

TCFD提言に対応する企業を選

定して助言など支援を実施す

る。 

月に発行した。 

活力ある金

融・資本市場

の実現を通じ

た円滑な資金

供給の促進 

・決済リスクの削減や市場の効

率性の向上等を図るため、株

式・社債等について令和元年

中の T+2 化の着実な実施を

促す。 

・令和元年７月、株式等

の 決 済 期 間 短 縮 化

（T+2 化）が実施され

る予定。 

 

内閣総理大

臣（内閣府特

命担当大臣

（金融）） 
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３． 国家戦略特区の推進 

〇施策の主な進捗状況 

施策項目 施策の内容及び実施期限 進捗及び実施の状況 担当大臣 

バーチャル特

区型指定制度

の活用 

・国家戦略特区について、「地

方創生型バーチャル特区」型

指定を取り入れ、特定メニュ

ーについて、既存の特区エリ

アを超えた、横連携での実証

を可能とする。また、近未来

技術型バーチャル特区の指定

制度についても、検討を行

い、平成 30年度内に結論を

得る。 

 

・平成 30年６月 14日開

催の第 35 回国家戦略

特区諮問会議におけ

る議論を踏まえ、特定

の規制改革事項の全

国展開に向けて、地域

間連携により、効率

的・効果的に実証事業

を行う「特定事業連携

型指定」を新たに設け

るため基本方針を改

正予定。具体的には、

平成 30 年 12 月 17 日

開催の第 37 回国家戦

略特区諮問会議にお

いて、遠隔服薬指導に

ついてバーチャル特

区制度活用の方針を

決定。 

内閣総理大

臣（内閣府特

命担当大臣

（ 地 方 創

生）） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

62 
 

[３]海外の成長市場の取り込み 
①KPIの主な進捗状況 

《KPI》「2018 年までに、FTA 比率 70％（2012 年：18.9％）を目指す。」

【147】⇒2018年度末時点：51.6％ 

 ※日本の貿易総額に占める、2018年度末時点における EPA/FTA発効

済・署名済の国との貿易額の割合（2018年貿易額ベース） 

※４本の経済連携交渉を早期妥結に向け推進中（交渉中のものを含

めると 86.2％） 

《KPI》「2020 年までに外国企業の対内直接投資残高を 35 兆円に倍増す

る。」【150】 ⇒2018年末時点：30.7兆円 

《KPI》「2020 年までに中堅・中小企業等の輸出額及び現地法人売上高の

合計額 2010年比２倍を目指す。」【149】  

⇒2016 年度：20.6兆円（2010年度：12.8兆円） 

《KPI》「2020 年に約 30兆円（2010年：約 10兆円）のインフラシステム

の受注を実現する。」【142】 ⇒2016年：約 21兆円 

※KPIは事業投資による収入額等」を含む 

《KPI》「2020年度までに放送コンテンツ関連海外売上高を 500億円  

に増加させる。」【151】 ⇒2017年度：444.5億円 

 

②施策の主な進捗状況 

施策項目 施策の内容及び実施期限 進捗及び実施の状況 担当大臣 

「Society 

5.0」の国際

展開と SDGs

達成 

・大企業、中小企業、ベンチャ

ーを含む我が国企業に加え、

必要に応じ外国企業も参画す

る形で、「Society 5.0」を海

外において実現する、代表的

な民間プロジェクトの組成を

促し、各省庁の施策によりこ

れを支援していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 30 年７月に世界

経済フォーラム（WEF）

第四次産業革命日本

センターが、WEF、一般

財団法人アジア・パシ

フィック・イニシアテ

ィブ及び経済産業省

との連携の下設立。同

センターが、ヘルスケ

ア、スマートシティ及

びモビリティの３つ

の分野にて官民のプ

ロジェクトチームを

立ち上げ、プロジェク

トの具体化を進めて

いる。 

経済産業大

臣 
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日本企業の国

際展開支援 

・「インフラシステム輸出戦

略」（平成 30年度改訂版）

（平成 30年６月７日経協イ

ンフラ戦略会議決定）に盛り

込まれた施策を着実に実施す

るとともに、外交戦略にも留

意しつつ、ソフトインフラ支

援の充実等を通じ、官民一体

となって競争力の強化に取り

組み、本邦企業による受注を

促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・【経済連携交渉】自由で公正

な市場を、アジア太平洋地域

をはじめ、世界に広げていく

ため、平成 30年３月８日に

署名に至った TPP11協定の早

期発効に取り組むとともに、

参加国・地域の拡大について

議論を進めていく。また、平

成 29年 12月に交渉妥結に至

・様々な外交機会の活用

及び多国間のルール

形成等を通じ「質の高

いインフラ」の普及に

努めるとともに、その

整備を幅広く支援す

るファシリティを国

際協力銀行（JBIC）に

新設した。 

また、第三国連携、他

国政府・政府機関との

情報共有・協力関係強

化、途上国での法整備

支援等を進めた。 

さらに、海外社会資

本事業への我が国事業

者の参入の促進に関す

る法律（平成 30年法律

第 40号）を施行し、案

件形成から完工後の運

営・維持管理まで一貫

した取組を可能とした

ところ。 

公的金融支援を受け

た企業の出資持分の譲

渡容認明確化及び円借

款の本邦技術活用条件

等に係る制度改善を実

施した。 

・TPP11 が平成 30 年３ 

月８日に 11 か国で署

名され、12 月 30 日に

発効した。また、同年

７月 17日に日 EU・EPA

が署名され、平成 31年

２月１日に発効した。

引き続き、TPP11、日

EU・EPAの着実な実施、

総務大臣、法

務大臣、外務

大臣、財務大

臣、経済産業

大臣、国土交

通大臣、環境

大臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内閣総理大

臣（経済再生

担当大臣、内

閣府特命担

当大臣（消費

者及び食品

安全））、総務

大臣、法務大

臣、外務大
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った日 EU・EPAについても、

早期署名・発効を目指す。こ

のほか、RCEP、日中韓 FTAを

含む経済連携交渉を、戦略的

かつスピード感を持って推進

する。我が国は、自由貿易の

旗手として、こうした新しい

広域的経済秩序を構築する上

で中核的な役割を果たし、包

括的で、バランスのとれた、

高いレベルの世界のルールづ

くりの牽引者となることを目

指す。 

【投資関連協定】現在交渉中

の協定を含めると合計 92の

国・地域をカバーする見込み

である。平成 30年内に、相

手国と協議の上、更に６か国

との間で新規に交渉を開始す

ることを目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

TPP11 の拡大に向けて

取り組むとともに、

RCEP など現在交渉中

の経済連携協定を推

進していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・投資協定の推進につい

ては、平成 30年２月に

日アルメニア投資協

定が、同年４月に日ア

ラブ首長国連邦（UAE）

投資協定が、同年 11月

に日ヨルダン投資協

定が、そして同年 12月

に日アルゼンチン投

資協定が署名に至っ

ている。さらに同年、

エチオピア、タジキス

タン及びパラグアイ

の３か国並びに平成

31 年２月にアゼルバ

イジャンとの間で新

たに正式交渉を開始

し、現在交渉中の投資

関連協定が全て発効

すると 94の国・地域を

カバーすることとな

る。これらの協定を着

実に進めるとともに、

新規交渉国拡大を目

指す。 

臣、財務大

臣、文部科学

大臣、厚生労

働大臣、農林

水産大臣、経

済産業大臣、

国土交通大

臣 

 

 

 

 

 

内閣総理大

臣（経済再生

担当大臣、内

閣府特命担

当大臣（消費

者及び食品

安全））、総務

大臣、法務大

臣、外務大

臣、財務大

臣、文部科学

大臣、厚生労

働大臣、農林

水産大臣、経

済産業大臣、

国土交通大

臣 
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【租税条約】我が国との投資

関係の発展が見込まれる国・

地域との間での新規締結や既

存条約の改正を通じ、我が国

企業の健全な海外展開を支援

する上で必要な租税条約ネッ

トワークの質的・量的拡充を

進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「新輸出大国コンソーシア

ム」を中核として、海外の専

門家を拡充し、国内から海外

まで一貫した伴走型支援等を

提供する。その際、地域未来

・リトアニア、エストニ

ア及びアイスランド

との新規の租税条約

について、平成 30年５

月に通常国会で承認

され、それぞれ同年８

月、９月、10月に発効。

ロシア及びデンマー

クとの租税条約の改

正についても、同通常

国会で承認され、それ

ぞれ同年 10 月、12 月

に発効。さらに、平成

29 年５月に通常国会

で承認されたオース

トリア及びベルギー

との租税条約の改正

についても、それぞれ

平成 30年 10月、平成

31 年１月に発効。ま

た、クロアチア、コロ

ンビア及びエクアド

ルとの新規の租税条

約について、それぞれ

平成 30 年 10 月、12

月、平成 31 年１月に

署名。スペインとの租

税条約の改正につい

ても、平成 30 年 10 月

に署名。その他の国と

の租税条約について

も、交渉を着実に前進

させた。 

・支援機関による伴走型

支援に加え、JETROが海

外の主要 EC 業者のウ

ェブサイトに「ジャパ

ンモール」を設置し、EC

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済産業大

臣 
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牽引企業を重点的に支援する

とともに、コンソーシアム未

参加の地域未来牽引企業に積

極的に参加を働きかける。 

市場ニーズの把握に有効な

越境 ECの活用を推進するた

め、プラットフォーマーとの

マッチングや JETROによる海

外 EC内における日本製品販

売のための特設ページ開設等

の支援を強化する。 

業者と日本の業者との

マッチングなどによ

り、日本製品を EC業者

が選定して買い取り、

販売する取組を開始し

た。現在、シンガポー

ル、香港等で事業を展

開。 

日本の魅力を

活かす施策 

・平成 30年通常国会国会に提

出した特定複合観光施設区域

整備法案により、国際競争力

の高い魅力ある滞在型観光を

実現し、世界最高水準のカジ

ノ規制等によってＩＲに対す

る様々な懸念に万全の対策を

講ずる。  

今後、関係政省令等の整備

や世界最高水準の規制の執行

体制の整備等に着実に取り組

み、政策効果を早期に発現さ

せるとともに、依存症などの

様々な懸念への万全の対策を

的確に実施する。 

 

・2025年国際博覧会の会場に

てイノベーションがもたらす

未来の社会やライフスタイル

等を試行・展示し、「Society 

5.0」の社会実装を世界に発

信する。 

平成 30年 11月の開催地決

定選挙に向け、政府、地元自

治体、経済界、議員等が働き

かけ、万博誘致特使の各国へ

の派遣、国内外におけるイベ

・平成 30 年通常国会に

おいて特定複合観光

施設区域整備法案が

成立し、平成 30年７月

27 日に同法が公布さ

れたことを受け、平成

31 年３月 29 日に特定

複合観光施設区域整

備法施行令（平成 31年

政令第 72号）を公布し

たところ。引き続き、

同法に基づき、関係政

省令等の検討や、カジ

ノ管理委員会の設立

準備を進めていると

ころ。 

・オールジャパンによる

各国への誘致活動の

結果、平成 30年 11月

23 日に 2025 年国際博

覧会の開催国が日本

に決定した。平成 31年

２月８日には、平成三

十七年に開催される

国際博覧会の準備及

び運営のために必要

な特別措置に関する

内閣総理大

臣（特定複合

観光施設区

域（IR）の整

備に関する

事務を担当

する国務大

臣） 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済産業大

臣 
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ント開催等を通じ、大阪・関

西への誘致を実現する。 

法律案を平成 31 年通

常国会へ提出した。 

 

三．KPI レビューの実施 
 
 「実行計画」により、152 の KPI が設定されているが、これらの各 KPI につ

いて、その進捗状況等を踏まえて、Ａ、Ｂ、Ｆ、Ｎの４種類に区分した。 

 目標達成期間に対する経過期間の割合以上に、KPI が目標達成に向けて進捗

しているものをＡ、Ａほど KPIが進捗していないものをＢ、施策の実行自体が

KPI となっており、年度ごと施策の実施状況を確認するものをＦ、今後、デー

タが得られるため、現時点で評価困難なもの（今後、データが得られ次第評価

を行う。）をＮとした。 

 平成 30 年１月に実施した進捗状況は、134 の各 KPI について、Ａ区分 60、

Ｂ区分 54、Ｆ区分８、Ｎ区分 12 であったが、今般の 152 の各 KPI の進捗状況

については、Ａ区分 51、Ｂ区分 62、Ｆ区分 12、Ｎ区分 27となっている（別添

参照）。 

 これらの進捗状況を踏まえ、「革新的事業活動に関する実行計画」を改訂（令

和元年６月 21 日閣議決定）し、革新的事業活動による短期間での生産性の向

上に関する施策への取り組みを強化する。 






